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文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）交付要綱

平成２４年 ５月１８日

文 化 庁 長 官 裁 定

（通則）

第１条 文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）（以下「補助金」という。）

の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号。以下「適正化法」という。）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）に定

めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（交付の目的）

第２条 この補助金は、東日本大震災により被災した美術館・歴史博物館の再興を図るこ

とにより東日本大震災からの復興に資することを目的とする。

（交付の対象となる事業の種類、経費等）

第３条 この補助金の交付の対象となる補助事業の種類及び補助事業を実施する者（以下

「補助事業者」という。）は、次のとおりとする。

補助事業の種類 被災ミュージアム再興事業

補 助 事 業 者 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律（平成２３年法律第４０号）第２条第２項に規定する特定被災地

方公共団体である市町村を管轄する道県

２ 補助事業を実施するために必要な経費のうち、この補助金の交付の対象となる経費（以

下「補助対象経費」という。）、補助金の額及び補助金の交付のための手続については、

この要綱に定めるもののほか、文化庁長官（以下「長官」という。）が定める補助要項

によるものとする。

（申請の手続）

第４条 補助金の交付を申請しようとする者は、補助金交付申請書（これに添付すべき書

類を含む。様式第１）を別に定める提出期限までに長官に提出しなければならない。

（交付決定の通知等）

第５条 長官は、前条の規定による補助金交付申請書があったときは、これを審査の上交

付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第２）を補助事業者に送付するものとする。

（交付の条件）

第６条 補助金の交付決定に当たっては、長官は次の各号に掲げる事項を条件として付す

ものとする。
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（１）補助事業者は、次に掲げる場合の一に該当するときは、あらかじめ計画変更承認

申請書（様式第３）を長官に提出し、その承認を受けなければならない。

ア 補助対象経費の総額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の総額の

２０パーセント以内の変更はこの限りではない。

イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助金の交付決定額及び補

助対象経費の額に影響を及ぼすことなく補助事業の目的の達成をより効率的にす

るために、補助事業の内容を変更する場合、又は、当該事業の目的に及ぼす影響

が軽微であると認められる場合を除く。

（２）長官は、前号の承認をする場合は、必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は

条件を付すことがあること。

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、長官に申請し、その承認を受

けなければならないこと。

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに長官に報告し、その指示を受けなければならないこと。

（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産及び補助事業により取得し、又

は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、長官の承認

を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け

又は担保に供してはならないこと。

（６）前号に掲げる財産につき、長官の承認を受けて当該財産を処分することにより収

入があった場合には、補助金の全部又は一部に相当する金額を国に納付すること。

（７）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなけれ

ばならないこと。

（８）長官は、必要があると認める場合には、補助金の全部又は一部について、補助金

の交付決定の後に概算払をすることができること。

（９）補助事業の遂行により生ずる収入金（補助金を前払い、又は概算払をした場合の

預金利子等）は、当該補助事業の経費に充てるよう措置しなければならないこと。

（１０）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出に

ついての証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了した日

の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならないこと。

（１１）補助事業にかかる資金については、確実な銀行その他金融機関に預け入れなけ

ればならないこと。ただし、補助事業の遂行上特に必要な場合にあっては、２０万

円を限度として手持ちすることができること。

（１２）補助事業を行うために締結する契約等については、法令の定めに従って行わな

ければならないこと。

（申請の取下げ）

第７条 補助事業者は、交付の決定（第９条による変更交付決定を含む。以下、第１１条

第１項及び第１２条第１項において同じ。）の内容又はこれに付された条件に不服があ

ることにより交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から
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１０日以内にその旨を記載した書面（様式第４）を長官に提出しなければならない。

（補助事業の遂行）

第８条 補助事業者は、補助事業を遂行するために契約を締結し、又は支払いをする場合

において、法令の定めに従い実施しなければならない。

（計画変更の承認等）

第９条 長官は、第６条第１号ア又はイに該当し、計画変更承認申請書の提出があった場

合において、これを審査した結果、先に行った交付決定の補助金の額を変更する必要が

あると認めるときは、その額を変更して交付決定を行い、補助金交付決定変更通知書（様

式第５）を補助事業者に送付するものとする。

（実績報告書）

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）

したときは、完了の日（補助事業の廃止の承認を受けたときは当該承認の日）から３０

日を経過する日又は当該補助事業の完了した日の属する年度の翌年度の４月１０日のい

ずれか早い日までに、長官に実績報告書（これに添付すべき書類を含む。様式第６）に

より当該補助事業の成果を報告しなければならない。

（補助金の額の確定等）

第１１条 長官は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の

内容（第６条第１号ア又はイに該当し長官の承認を受けた場合は、その承認された内容）

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補

助金の額の確定通知書（様式第７）により補助事業者に通知するものとする。

２ 長官は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものと

する。

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令の日から２０日以内とし、期限内に納付しない

場合は、未納に係る金額に対してその未納に係る期間に応じて年１０．９５パーセント

の割合で計算した滞納金を徴するものとする。

（交付決定の取消等）

第１２条 長官は、第６条第３号に該当し補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及

び次の各号に掲げる場合には、第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又

は変更することができる。

（１）補助事業者が適正化法、適正化法施行令、若しくはこの要綱又はこれらの法令、

告示若しくは要綱に基づく長官の定め、処分若しくは指示に違反した場合。

（２）補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。
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（３）補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反した場合。

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合。

２ 長官は、前項の取消をした場合において、既に当該取消に係る部分に対する補助金が

交付されているときには、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。

３ 長官は、第１項の第１号から第３号までに該当するため、補助金の交付の決定を取り

消し、前項の規定により補助金の返還を命ずる場合には、補助事業者が当該補助金を受

領した日から納付の日までの期間に応じて返還すべき金額に対し年１０．９５パーセン

トの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。

４ 第２項に基づく補助金の返還については、前条第３項の規定を準用する。

（状況報告及び調査）

第１３条 補助事業者は、補助事業の遂行及び支出状況について、長官の要求があったと

きには速やかに補助事業状況報告書（様式第８）を長官に提出しなければならない。

１ 長官は、必要があると認めるときは、補助事業の遂行及び支出状況を調査することが

できる。
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（様式第１）

第 号

平成 年 月 日

文化庁長官 殿

県 知 事 名 （記名押印又は署名）

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）

交付申請書

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）について、補助

金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第５条の

規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

事業の名称

補助事業経費の配分

補助事業の着手及び完 主たる事業費 円

了の予定期日 その他の事業費 円

計 円

交付を受けようとする 着手 平成 年 月 日

補助金の額 完了 平成 年 月 日

その他参考となるべき 円

事項 （補助対象経費 円の１／２）

（記載上の注意）

別紙として、事業内容に応じて必要な書類を添付すること。

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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補助金交付申請書の添付書類

１．補助事業に関する書類申請者の収支等に関する書類

（１）事業計画書

（２）収支予算書

（３）その他（必要に応じて添付）
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（様式第２）

第 号

補助金交付決定通知書

（県 名）

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった平成 年度文化芸術振

興費補助金（被災ミュージアム再興事業）については、補助金等にかかる予算の執行の適

正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）第６条第１

項の規程により、次のとおり交付決定することにしたので、適正化法第８条の規定により

通知する。

平成 年 月 日

文化庁長官 印

１．この補助金の交付の対象となる事業は、平成 年 月 日付け 第 号（以

下「申請書」という。）で申請のあった事業とし、その内容は（「下記のとおり修正す

るほか」）申請書記載の事業計画とする。

２．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、補助事業の内容の変更

により補助対象経費が変更された場合における補助金の額については、別に通知すると

ころによるものとする。

補助対象経費 円

補助金の額 円

３．補助金の額の確定は、次により算出して得た額とする。

補助金の確定額は、第３項の配分された補助対象経費の実支出額（債務の確定した支

出予定額を含む。）の合計額又は補助金の額（変更されたときは、変更後の額とする。）

のいずれか低い額とする。

４．補助事業は、補助金の交付を受けた年度の３月３１日までに完了しなければならない。

５．補助事業者は、適正化法、適正化法施行令及び文化芸術振興費補助金（被災ミュージ

アム再興事業）交付要綱（平成 年 月 日文化庁長官裁定）の規定に従わなけ

ればならない。

６．交付条件は、第６項に定めるほか、次のとおりである。

（１）補助事業者は、次に掲げる場合の一に該当する場合は、あらかじめ計画変更承認申
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請書を長官に提出し、その承認を受けなければならない。

ア 補助対象経費の総額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の総額の２

０パーセント以内の変更はこの限りではない。

イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助金の交付決定額及び補助

対象経費の額に影響を及ぼすことなく補助事業の目的の達成をより効率的にするた

めに、補助事業の内容を変更する場合、または、当該事業の目的に及ぼす影響が軽

微であると認められる場合を除く。

（２）長官は、前号の承認をする場合は、必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は条

件を付すことがあること。

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、長官に申請し、その承認を受け

なければならない。

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに長官に報告し、その指示を受けなければならないこと。

（５）補助事業の遂行の状況に関する報告書を別に指示する日までに、長官に提出しなけ

ればならないこと。

（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産及び補助事業により取得し、又は

効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、適正化法施行令

第１４条第１項第２号の規定により文部科学大臣が別に定める期間を経過するまで

は、長官の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け又は担保に供してはならないこと。

（７）前号に掲げる財産につき、長官の承認を受けて当該財産を処分することにより収入

があった場合には、補助金の全部又は一部に相当する金額を国に納付すること。

（８）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければな

らないこと。

（９）長官は、必要があると認める場合には、補助金の全部又は一部について、補助金の

交付決定の後に概算払をすることができること。

（１０）補助事業の遂行により生ずる収入金（補助金を概算払いした場合の預金利子等）

は、当該補助事業の経費に充てるよう措置しなければならないこと。

（１１）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いての証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了した日の属

する年度の翌年度から５年間保存しなければならないこと。

（１２）補助事業に係る資金については、確実な銀行その他金融機関に預け入れなければ

ならないこと。ただし、補助事業の遂行上特に必要な場合にあっては、２０万円を限

度として手持ちすることができること。

（１３）補助事業を行うために締結する契約等については、当該補助事業者の所在する都

道府県の法令の定めに従い実施しなければならないこと。

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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（様式第３）

第 号

平成 年 月 日

文化庁長官 殿

県 知 事 名 （記名押印又は署名）

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）

計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で国庫補助金の交付の決定を受けた下記

の事業について、別紙のとおり事業の内容を変更したいので、承認くださるよう関係書類

を添えて申請します。

記

事業の名称

変更の理由

変更の内容

変更により増（減）額

すべき国庫補助金の額

（記載上の注意）

別紙として、事業計画書（該当部分について変更前及び変更後を２段書きするなど判別

しやすくすること）を添付すること。

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とすること。
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（様式第４）

第 号

平成 年 月 日

文化庁長官 殿

県 知 事 名 （記名押印又は署名）

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）

交付申請の取下げ書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付の決定を受けました平成

年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）について、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律第９条の規定により、補助金の交付の申請を下記のとおり

取り下げます。

記

１．交付決定通知書の受領年月日 平成 年 月 日

２．補助金の交付の申請を取り下げようとする理由

（記載上の注意）

第６条第１項に基づき、変更して交付決定があった場合には、補助金交付決定変更通

知書に記載の日付、記号、番号及び同交付決定通知書の受領年月日によること。

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とすること。
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（様式第５）

第 号

補助金交付決定変更通知書

（県 名）

平成 年 月 日付け 第 号で計画変更承認申請のあった平成 年度文

化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）については、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）第６

条第１項の規定により、平成 年 月 日付け 第 号の交付決定を次のとお

り変更して交付することを決定したので、適正化法第８条の規定により通知する。

平成 年 月 日

文化庁長官 印

１．この補助金の変更交付の対象となる事業は、平成 年 月 日付け 第

号（以下「申請書」という。）で申請のあった事業とし、その内容は申請書記載のと

おりとする。

２．この変更交付決定に伴い、前記１の事業に係る補助対象経費及び補助金の額は、次の

とおりとする。

補助対象経費 円

補助金の額 円

今回変更する補助金の額 円

３．上記のほか補助金の額の確定の方式、交付条件等は、平成 年 月 日付け

第 号の交付決定通知書の第４項から第７項までのとおりとする。

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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（様式第６）

第 号

平成 年 月 日

文化庁長官 殿

県 知 事 名 （記名押印又は署名）

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）

実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号により補助金の交付を受けた下記の事業

の実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１４条の規定により、

下記のとおり報告します。

記

事業の名称

補助事業の実施期間 平成 年 月 日着手

平成 年 月 日完了

補助金の交付決定額 交付決定額 円

とその精算額 精 算 額 円

不 用 額 円

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。

添付書類

（１）補助事業経費収支精算書（交付申請書添付書類「補助事業に係る収支予算書」の様

式に準じる）

（２）補助事業の実施内容

（３）補助事業の経過及び成果を証する書類並びに写真等の資料

（４）その他
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（様式第７）

第 号

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）

額の確定通知書

（県 名）

平成 年 月 日付け 第 号で実績報告のあった事業については、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１５条の規定

に基づき、下記のとおり額を確定します。

平成 年 月 日

文化庁長官 印

記

確定額 円

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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（様式第８）

第 号

平成 年 月 日

文化庁長官 殿

県 知 事 名 （記名押印又は署名）

補助事業状況報告書

平成 年度文化芸術振興費補助金（被災ミュージアム再興事業）の交付を受けて施行

中の補助事業について、下記のとおり報告します。

記

事業の名称

補助事業の実施期間 着手 平成 年 月 日

完了 平成 年 月 日（予定）

補助事業の実施状況

補助事業に要する経費 支出予算合計額 支出済額

の状況 円 円

備考

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。


